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日医発第 483 号（地Ⅰ142） 

平 成１５年９月１９日 

 

都道府県医師会長  殿 

 

日本医師会長          

坪  井 栄  孝   

 

 

医師配置標準の端数の取扱いの見直し等について 

 

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

今般、厚生労働省より各都道府県知事宛に標記の通知が発出されるとともに、本会に対して

もその協力方依頼がありました。 

まず、①病院に置くべき医師の員数の標準、及び、②立入検査における病院医師の員数につ

いて、その算定にあたって端数を生じる場合には、そのままで算定するよう見直されておりま

す。具体的な計算例は、別添厚生労働省事務連絡添付の想定問答集等に掲載されております。 

従来、①と②とで取扱いが異なっていた結果、両者の間に不合理な齟齬を生じていたため、

本会では、かねてより厚生労働省に対してその取扱いを見直すよう求めておりました。 

また、労働基準法で取得が認められている産前・産後休業を取得している医師について、医

師数の算定には加えない「長期にわたって勤務していない者」には該当しない取扱いとされて

おります。 

今般の見直しは、医師臨床研修必修化による医療機関への影響緩和策の一環として、医師の

員数について行われるものであり、本年１０月１日より施行される予定です。 

なお、診療報酬上の医師の人員配置標準（以下「標欠の基準」という。）の取り扱い（減額措

置・届出制限）につきましても、１０月１日以降、今回の見直し後の取扱いにより適用される

こととなります。 

つまり、今回の見直し後の取扱いにより、標欠の基準に該当しなくなった場合には、当該月

の翌月から通常の入院基本料を算定することが可能となります（例えば、１０月に標欠の基準

に該当しなくなった場合には、１１月から減額解除となります。また、この場合において、改

めて入院時食事療養（Ⅰ）及び特別管理の届出を行う場合は、１０月の実績をもって標欠に該

当しなくなったことを確認した上で行うことになります）。 

つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いただくとともに、貴会管下郡

市区医師会への周知方につきご高配賜りますようよろしくお願いいたします。 



平成 １５年 ９月 ５日

医政発第０９０５０１０号

各都道府県知事殿

厚生労働省医政局長

医療法施行規則及び医療法施行規則等の一部を改正する省令の

一部を改正する省令の施行等について

（医師配置標準の端数の取扱いの見直し等について）

今般、医師の配置基準に関し、平成１５年９月５日付けで医療法施行規則及び医療法施

行規則等の一部を改正する省令の一部を改正する省令(平成１５年厚生労働省令第１３９

号)が公布され、平成１５年１０月１日から施行されることとなるとともに、これと合わ

せて 「医療法第２１条の規定に基づく人員の算出に当たっての取扱い等について （平成、 」

１０年６月２６日付け健政発第７７７号・医薬発第５７４号、厚生省健康政策局長・医薬

） 「 」（ 「 」安全局長連名通知 の別添 常勤医師等の取扱いについて 以下 平成１０年通知別添

という ）及び「医療法第２５条第１項の規定に基づく立入検査要綱 （平成１３年６月１。 」

４日付け医薬発第６３７号・医政発第６３８号医薬局長・医政局長連名通知。以下「立入

検査要綱通知」という ）につき所要の措置を講ずることとしたが、今回の改正の趣旨及。

び内容等については下記のとおりであるので、その運用に遺憾なきを期されたい。

また、貴管下保健所設置市、特別区等に対しては、本通知の趣旨等について貴職より周

知されたい。

記

第１ 趣旨

平成１６年度から医師臨床研修が必修化されるにあたり、その準備を進める中で、

地域の医療機関における医師の確保に影響が生じているといった指摘がある。これを

踏まえ、当面の影響を緩和する一環として、病院に置くべき医師の員数の標準につい

て、端数の取扱いを見直すとともに、医療法第２５条第１項に基づく立入検査におけ

る病院の医師の員数を算定する際の労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労

働基準法」という ）上認められている産前・産後休業を取得した者の取扱いを見直。

すこととする。



第２ 内容及び留意事項

１ 病院に置くべき医師の員数について

（１） 医師の員数の標準の算定方法

医療法施行規則（以下「規則」という ）第１９条第１項、規則第２２条の２。

第１項、規則第４９条、医療法施行規則等の一部を改正する省令（平成１３年厚

生労働省令第８号）附則第１５条、第１６条第２項及び第１７条における病院に

置くべき医師の員数の標準の算定方法について、患者数に応じて必要な医師数を

算定する際に生ずる端数につき、従来の取扱いを改め、従来１６人に満たない端

数が生じる場合にも医師１人を配置することとしていたものを、算定して生じた

端数のままで標準を算定することとする。

（２） 立入検査における員数の算定方法

医師については （１）の措置と合わせ、医療法第２５条第１項の規定に基づ、

く立入検査において病院の医師の員数を算定する際の端数の取扱いについても見

直しを行い、現在平成１０年通知別添の５において小数点第２位を切り捨て、小

数点第１位まで求めることとしているものを、算定して生じた端数のままで算定

し、配置標準と算定方法を合わせることとする。

（３） （１）及び（２）の措置については、平成１９年３月３１日までの間に、臨床

研修の実施状況を把握の上、再検討を行う。

２ 医師の員数の標準数における産休の取扱いについて

医師については、平成１０年通知別添の３（３）にかかわらず、立入検査における

病院の医師の員数を算定するに当たり、労働基準法で取得が認められている産前・産

後休業（産前６週間・産後８週間、計１４週間）を取得している者については、長期

にわたって勤務していない者には当たらない取扱いとする。

３ 施行期日

１及び２については、いずれも平成１５年１０月１日から適用する。

第３ 通知の改正

（１）平成１０年通知別添の改正



平成１０年通知別添の一部を次のように改正する。

２中「医療監視」を「医療法第２５条に基づく立入検査」に改める。

３（３）に次を加える。

ただし、労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労働基準法」という ）で取得。

が認められている産前・産後休業（産前６週間・産後８週間・計１４週間）を取得してい

る者については、長期にわたって勤務していない者には該当しない取扱いとする。

なお、当該医師が労働基準法で定める期間以上に産前・産後休業を取得する場合には、

取得する（予定を含む ）休業期間から労働基準法で取得が認められている産前・産後休。

業の期間を除いた期間が３ヶ月を超えるときに長期にわたって勤務していない者に該当す

るものとする。

５を次のように改める。

５．医師数を算定する場合の端数処理

医療法第２５条第１項に基づく立入検査における病院の医師の員数を算定する際の端

数の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）病院に置くべき医師の員数の標準の算定に当たっては、端数が生じる場合には、そ

のままで算定する。

（例）一般病床で患者数１０６人の場合

算定式： １０６－５２）÷１６＋３＝ ６．３７５人（

（２）病院における医師の員数の算定に当たっては、端数が生じる場合には、そのままで

算定する。

（３ （２）において非常勤医師が複数いる場合には、非常勤医師全員の１週間の勤務時）

間を積み上げた上で、当該病院の医師の通常の勤務時間により換算して計算するもの

とする。

その際、１週間の勤務時間が当該病院の医師の通常の勤務時間を超える非常勤医師

がある場合には、その者は当該病院の医師の通常の勤務時間を勤務しているものとし

て計算するものとする。

また、非常勤医師の勤務時間が１ヶ月単位で定められている場合には、１ヶ月の勤

務時間を４で除して得た数を１週間の勤務時間として換算するものとする。

（例）常勤医師…５名 （週 時間勤務）36
非常勤医師… （週 時間勤務により常勤換算）36

Ａ医師 週 時間 Ｂ医師 週 時間5.5 8
Ｃ医師 週 時間 Ｄ医師 週 時間16 20

49.5 49.5 /36 1.375Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＝ 時間 時間 時間＝

実人員：５＋１．３７５＝６．３７５人

６を次のように改める。

６．他の従業者の取扱い

（１）準用

、 、 （ ）（ ）（ ）医師以外の従業者の標準数等の算定に当たっては 上記１～３ ３ １ ２ ３

本文及び４を準用する。

なお、常勤換算に当たっては、通常の勤務か当直勤務かにより取扱いが異なってい



る。例えば、看護師などで三交代制等の場合の夜勤の常勤換算の分母は、病院で定め

た１週間の勤務時間となるが、当直の場合の常勤換算の分母は、病院で定めた１週間

の勤務時間の２倍となる。

（２）従業者数を算定する場合の端数処理

医療法第２５条第１項に基づく立入検査においてその員数を算定する際の端数の取

扱いについては、次のとおりとする。

１）標準数は、個々の計算過程において小数点第２位を切り捨て、最終計算結果の小

数点第１位を切り上げ、整数とする。

２）従事者数は、小数点第２位を切り捨て、小数点第１位までとする。

３）非常勤医師が複数いる場合、上記換算する際の端数処理は、個人毎に行うのでは

なく非常勤医師全員の換算後の数値を積み上げた後行うこと。

ただし、１人の医師について換算後の数値が１を超える場合は、１とする。

（例） 医師…０．０４、 Ｂ医師…０．１９、 Ｃ医師…１．０５→１A
Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝１．２３ → １．２

７中「平成１０年７月１日」を「平成１５年１０月１日」に改める。

（２）立入検査要綱通知の改正

立入検査要綱通知を別添のとおり改正する。
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○
厚
生
労
働
省
令
第
百
三
十
九
号

医
療
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
五
号
）
第
二
十
一
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
十
二
条
の
二
第
一
号
の
規
定
に
基
づ

き
、
医
療
法
施
行
規
則
及
び
医
療
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
十
五
年
九
月
五
日

厚
生
労
働
大
臣

坂
口

力

医
療
法
施
行
規
則
及
び
医
療
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
医
療
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

医
療
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
五
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
九
条
第
一
項
第
一
号
中
「
和
」
の
下
に
「
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
特
定
数
」
と
い
う
。
）
」
を
加
え
、
「
そ
れ

以
上
十
六
又
は
そ
の
端
数
を
増
す
ご
と
に
一
を
加
え
た
数
」
を
「
特
定
数
が
五
十
二
を
超
え
る
場
合
に
は
当
該
特
定
数
か
ら

五
十
二
を
減
じ
た
数
を
十
六
で
除
し
た
数
に
三
を
加
え
た
数
」
に
改
め
る
。

第
二
十
二
条
の
二
第
一
号
中
「
和
が
八
又
は
そ
の
端
数
を
増
す
ご
と
に
一
以
上
」
を
「
和
を
八
で
除
し
た
数
」
に
改
め
る
。

第
四
十
九
条
中
「
又
は
医
療
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
二
年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
附
則
第
二
条
第
三
項
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第
五
号
に
規
定
す
る
経
過
的
旧
療
養
型
病
床
群
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
経
過
的
旧
療
養
型
病
床
群
」
と
い
う
。
）
」
及

び
「
又
は
経
過
的
旧
療
養
型
病
床
群
」
を
削
り
、
「
第
九
条
第
一
号
、
第
十
条
第
一
号
、
第
十
四
条
第
一
項
第
一
号
並
び
に

第
十
六
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
項
第
一
号
」
を
「
第
十
六
条
第
二
項
第
一
号
」
に
、
「
五
十
二
ま
で
は
三
」
を
「
五
十

二
ま
で
は
三
と
し
、
特
定
数
が
五
十
二
を
超
え
る
場
合
に
は
当
該
特
定
数
か
ら
五
十
二
を
減
じ
た
数
を
十
六
で
除
し
た
数
に

三
を
加
え
た
数
」
に
、
「
三
十
六
ま
で
は
二
」
を
「
三
十
六
ま
で
は
二
と
し
、
特
定
数
が
三
十
六
を
超
え
る
場
合
に
は
当
該

特
定
数
か
ら
三
十
六
を
減
じ
た
数
を
十
六
で
除
し
た
数
に
二
を
加
え
た
数
」
に
改
め
る
。

（
医
療
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
一
部
改
正
）

第
二
条

医
療
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
十
三
年
厚
生
労
働
省
令
第
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

附
則
第
五
条
中
「
又
は
改
正
法
附
則
第
二
条
第
三
項
第
五
号
に
規
定
す
る
経
過
的
旧
療
養
型
病
床
群
（
以
下
「
経
過
的
旧

療
養
型
病
床
群
」
と
い
う
。
）
」
を
削
る
。

附
則
第
十
五
条
第
一
号
、
第
十
六
条
第
二
項
第
一
号
及
び
第
十
七
条
第
一
号
中
「
和
」
の
下
に
「
（
以
下
こ
の
号
に
お
い

て
「
特
定
数
」
と
い
う
。
）
」
を
加
え
、
「
そ
れ
以
上
十
六
又
は
そ
の
端
数
を
増
す
ご
と
に
一
を
加
え
た
数
」
を
「
特
定
数
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が
五
十
二
を
超
え
る
場
合
に
は
当
該
特
定
数
か
ら
五
十
二
を
減
じ
た
数
を
十
六
で
除
し
た
数
に
三
を
加
え
た
数
」
に
改
め
る
。

附
則
第
二
十
一
条
中
、
「
又
は
経
過
的
旧
療
養
型
病
床
群
」
を
削
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
五
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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○

医
療
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
五
十
号
）

（
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

現

行

第
十
九
条

法
第
二
十
一
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
病
院
に
置
く
べ
き
医
師
、

第
十
九
条

法
第
二
十
一
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
病
院
に
置
く
べ
き
医
師
、

歯
科
医
師
、
看
護
師
そ
の
他
の
従
業
者
の
員
数
の
標
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

歯
科
医
師
、
看
護
師
そ
の
他
の
従
業
者
の
員
数
の
標
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

医
師

精
神
病
床
及
び
療
養
病
床
に
係
る
病
室
の
入
院
患
者
の
数
を
三
を
も
つ

一

医
師

精
神
病
床
及
び
療
養
病
床
に
係
る
病
室
の
入
院
患
者
の
数
を
三
を
も
つ

て
除
し
た
数
と
、
精
神
病
床
及
び
療
養
病
床
に
係
る
病
室
以
外
の
病
室
の
入
院
患

て
除
し
た
数
と
、
精
神
病
床
及
び
療
養
病
床
に
係
る
病
室
以
外
の
病
室
の
入
院
患

者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
入
院
患
者
を
除

者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
入
院
患
者
を
除

く
。
）
の
数
と
外
来
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う

く
。
）
の
数
と
外
来
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う

外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
二
・
五
（
耳
鼻
い
ん
こ
う
科
又
は
眼
科
に

外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
二
・
五
（
耳
鼻
い
ん
こ
う
科
又
は
眼
科
に

つ
い
て
は
、
五
）
を
も
つ
て
除
し
た
数
と
の
和
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
特
定

つ
い
て
は
、
五
）
を
も
つ
て
除
し
た
数
と
の
和
が
五
十
二
ま
で
は
三
と
し
、
そ
れ

数
」
と
い
う
。
）
が
五
十
二
ま
で
は
三
と
し
、
特
定
数
が
五
十
二
を
超
え
る
場
合

以
上
十
六
又
は
そ
の
端
数
を
増
す
ご
と
に
一
を
加
え
た
数

に
は
当
該
特
定
数
か
ら
五
十
二
を
減
じ
た
数
を
十
六
で
除
し
た
数
に
三
を
加
え
た

数
二
～
八

（
略
）

二
～
八

（
略
）

２
・
３

（
略
）

２
・
３

（
略
）

第
二
十
二
条
の
二

法
第
二
十
二
条
の
二
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
特
定
機
能
病
院
に
置

第
二
十
二
条
の
二

法
第
二
十
二
条
の
二
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
特
定
機
能
病
院
に
置

く
べ
き
医
師
、
歯
科
医
師
、
薬
剤
師
、
看
護
師
そ
の
他
の
従
業
者
の
員
数
は
、
次
に

く
べ
き
医
師
、
歯
科
医
師
、
薬
剤
師
、
看
護
師
そ
の
他
の
従
業
者
の
員
数
は
、
次
に

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

医
師

入
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科

一

医
師

入
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
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の
入
院
患
者
を
除
く
。
）
の
数
と
外
来
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及

の
入
院
患
者
を
除
く
。
）
の
数
と
外
来
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及

び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
二
・
五
を
も
つ
て
除
し

び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
二
・
五
を
も
つ
て
除
し

た
数
と
の
和
を
八
で
除
し
た
数

た
数
と
の
和
が
八
又
は
そ
の
端
数
を
増
す
ご
と
に
一
以
上

二
～
六

（
略
）

二
～
六

（
略
）

第
四
十
九
条

療
養
病
床
を
有
す
る
病
院
で
あ
つ
て
、
療
養
病
床
の
病
床
数
の
全
病
床

第
四
十
九
条

療
養
病
床
又
は
医
療
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
二
年
法

数
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
第
十

律
第
百
四
十
一
号
）
附
則
第
二
条
第
三
項
第
五
号
に
規
定
す
る
経
過
的
旧
療
養
型
病

九
条
第
一
項
第
一
号
（
第
四
十
三
条
の
二
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場

床
群
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
経
過
的
旧
療
養
型
病
床
群
」
と
い
う
。
）
を
有
す

合
を
含
む
。
）
並
び
に
平
成
十
三
年
改
正
省
令
附
則
第
十
六
条
第
二
項
第
一
号
中
「

る
病
院
で
あ
つ
て
、
療
養
病
床
又
は
経
過
的
旧
療
養
型
病
床
群
の
病
床
数
の
全
病
床

五
十
二
ま
で
は
三
と
し
、
特
定
数
が
五
十
二
を
超
え
る
場
合
に
は
当
該
特
定
数
か
ら

数
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
第
十

五
十
二
を
減
じ
た
数
を
十
六
で
除
し
た
数
に
三
を
加
え
た
数
」
と
あ
る
の
は
「
三
十

九
条
第
一
項
第
一
号
（
第
四
十
三
条
の
二
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場

六
ま
で
は
二
と
し
、
特
定
数
が
三
十
六
を
超
え
る
場
合
に
は
当
該
特
定
数
か
ら
三
十

合
を
含
む
。
）
並
び
に
平
成
十
三
年
改
正
省
令
附
則
第
九
条
第
一
号
、
第
十
条
第
一

六
を
減
じ
た
数
を
十
六
で
除
し
た
数
に
二
を
加
え
た
数
」
と
す
る
。

号
、
第
十
四
条
第
一
項
第
一
号
並
び
に
第
十
六
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
項
第
一

号
中
「
五
十
二
ま
で
は
三
」
と
あ
る
の
は
「
三
十
六
ま
で
は
二
」
と
す
る
。
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（
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

現

行

附

則

（
平
成
十
三
年
厚
生
労
働
省
令
第
八
号
）

附

則

（
平
成
十
三
年
厚
生
労
働
省
令
第
八
号
）

第
五
条

既
存
病
院
建
物
内
の
療
養
病
床
（
こ
の
省
令
の
施
行
後
に
旧
医
療
法
第
七
条

第
五
条

既
存
病
院
建
物
内
の
療
養
病
床
（
こ
の
省
令
の
施
行
後
に
旧
医
療
法
第
七
条

第
二
項
の
規
定
に
よ
り
病
床
数
の
増
加
の
許
可
が
な
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
許
可
に

第
二
項
の
規
定
に
よ
り
病
床
数
の
増
加
の
許
可
が
な
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
許
可
に

係
る
も
の
を
除
く
。
）
に
係
る
病
室
以
外
の
病
室
の
床
面
積
に
つ
い
て
は
、
新
規
則

係
る
も
の
を
除
く
。
）
又
は
改
正
法
附
則
第
二
条
第
三
項
第
五
号
に
規
定
す
る
経
過

第
十
六
条
第
一
項
第
三
号
イ
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
内
法
に
よ
る
測
定
で
、
患
者

的
旧
療
養
型
病
床
群
（
以
下
「
経
過
的
旧
療
養
型
病
床
群
」
と
い
う
。
）
に
係
る
病

一
人
を
入
院
さ
せ
る
も
の
に
あ
っ
て
は
六
・
三
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
、
患
者
二
人
以

室
以
外
の
病
室
の
床
面
積
に
つ
い
て
は
、
新
規
則
第
十
六
条
第
一
項
第
三
号
イ
の
規

上
を
入
院
さ
せ
る
も
の
に
あ
っ
て
は
患
者
一
人
に
つ
き
四
・
三
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
内
法
に
よ
る
測
定
で
、
患
者
一
人
を
入
院
さ
せ
る
も
の
に
あ
っ

と
す
る
。

て
は
六
・
三
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
、
患
者
二
人
以
上
を
入
院
さ
せ
る
も
の
に
あ
っ
て

は
患
者
一
人
に
つ
き
四
・
三
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
と
す
る
。

第
十
五
条

こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
旧
医
療
法
第
七
条
第
一
項
の
開
設
の
許
可
を

第
十
五
条

こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
旧
医
療
法
第
七
条
第
一
項
の
開
設
の
許
可
を

受
け
て
い
る
病
院
（
経
過
的
旧
そ
の
他
の
病
床
を
有
す
る
も
の
を
除
く
。
）
で
あ
っ

受
け
て
い
る
病
院
（
経
過
的
旧
そ
の
他
の
病
床
を
有
す
る
も
の
を
除
く
。
）
で
あ
っ

て
、
主
と
し
て
精
神
病
の
患
者
を
入
院
さ
せ
る
た
め
の
病
室
を
有
す
る
も
の
と
し
て

て
、
主
と
し
て
精
神
病
の
患
者
を
入
院
さ
せ
る
た
め
の
病
室
を
有
す
る
も
の
と
し
て

旧
医
療
法
第
二
十
一
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
許
可
を
受
け
て
い
る
も
の
の
従
業
者
の

旧
医
療
法
第
二
十
一
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
許
可
を
受
け
て
い
る
も
の
の
従
業
者
の

員
数
の
標
準
は
、
平
成
十
八
年
二
月
二
十
八
日
ま
で
の
間
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る

員
数
の
標
準
は
、
平
成
十
八
年
二
月
二
十
八
日
ま
で
の
間
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る

。

。

一

医
師

入
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科

一

医
師

入
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科

の
入
院
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
三
を
も
っ
て
除
し
た
数
と
外
来
患
者
（
歯
科
、

の
入
院
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
三
を
も
っ
て
除
し
た
数
と
外
来
患
者
（
歯
科
、
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矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数

矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数

を
二
・
五
（
耳
鼻
い
ん
こ
う
科
又
は
眼
科
に
つ
い
て
は
、
五
）
を
も
っ
て
除
し
た

を
二
・
五
（
耳
鼻
い
ん
こ
う
科
又
は
眼
科
に
つ
い
て
は
、
五
）
を
も
っ
て
除
し
た

数
と
の
和
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
特
定
数
」
と
い
う
。
）
が
五
十
二
ま
で
は

数
と
の
和
が
五
十
二
ま
で
は
三
と
し
、
そ
れ
以
上
十
六
又
は
そ
の
端
数
を
増
す
ご

三
と
し
、
特
定
数
が
五
十
二
を
超
え
る
場
合
に
は
当
該
特
定
数
か
ら
五
十
二
を
減

と
に
一
を
加
え
た
数

じ
た
数
を
十
六
で
除
し
た
数
に
三
を
加
え
た
数

二
～
六

（
略
）

二
～
六

（
略
）

第
十
六
条

（
略
）

第
十
六
条

（
略
）

２

前
項
に
規
定
す
る
病
院
で
あ
っ
て
、
病
床
区
分
の
届
出
を
し
た
も
の
が
有
す
べ
き

２

前
項
に
規
定
す
る
病
院
で
あ
っ
て
、
病
床
区
分
の
届
出
を
し
た
も
の
が
有
す
べ
き

医
師
、
薬
剤
師
並
び
に
看
護
師
及
び
准
看
護
師
の
員
数
の
標
準
に
つ
い
て
は
、
平
成

医
師
、
薬
剤
師
並
び
に
看
護
師
及
び
准
看
護
師
の
員
数
の
標
準
に
つ
い
て
は
、
平
成

十
八
年
二
月
二
十
八
日
ま
で
の
間
は
、
新
規
則
第
十
九
条
第
一
項
第
一
号
、
第
三
号

十
八
年
二
月
二
十
八
日
ま
で
の
間
は
、
新
規
則
第
十
九
条
第
一
項
第
一
号
、
第
三
号

及
び
第
四
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

及
び
第
四
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

医
師

療
養
病
床
に
係
る
病
室
の
入
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科

一

医
師

療
養
病
床
に
係
る
病
室
の
入
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科

及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
三
を
も
っ
て
除
し
た

及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
三
を
も
っ
て
除
し
た

数
と
、
結
核
病
床
に
係
る
病
室
の
入
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及

数
と
、
結
核
病
床
に
係
る
病
室
の
入
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及

び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
二
・
五
を
も
っ
て
除
し

び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
二
・
五
を
も
っ
て
除
し

た
数
と
、
一
般
病
床
に
係
る
病
室
の
入
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科

た
数
と
、
一
般
病
床
に
係
る
病
室
の
入
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科

及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
入
院
患
者
を
除
く
。
）
の
数
と
外
来
患
者
（
歯
科
、

及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
入
院
患
者
を
除
く
。
）
の
数
と
外
来
患
者
（
歯
科
、

矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数

矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数

を
二
・
五
（
耳
鼻
い
ん
こ
う
科
又
は
眼
科
に
つ
い
て
は
、
五
）
を
も
っ
て
除
し
た

を
二
・
五
（
耳
鼻
い
ん
こ
う
科
又
は
眼
科
に
つ
い
て
は
、
五
）
を
も
っ
て
除
し
た

数
と
の
和
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
特
定
数
」
と
い
う
。
）
が
五
十
二
ま
で
は

数
と
の
和
が
五
十
二
ま
で
は
三
と
し
、
そ
れ
以
上
十
六
又
は
そ
の
端
数
を
増
す
ご

三
と
し
、
特
定
数
が
五
十
二
を
超
え
る
場
合
に
は
当
該
特
定
数
か
ら
五
十
二
を
減

と
に
一
を
加
え
た
数

じ
た
数
を
十
六
で
除
し
た
数
に
三
を
加
え
た
数
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二
・
三

（
略
）

二
・
三

（
略
）

第
十
七
条

こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
旧
医
療
法
第
七
条
第
一
項
の
開
設
の
許
可
を

第
十
七
条

こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
旧
医
療
法
第
七
条
第
一
項
の
開
設
の
許
可
を

受
け
て
い
る
病
院
（
経
過
的
旧
そ
の
他
の
病
床
を
有
す
る
も
の
を
除
く
。
）
で
あ
っ

受
け
て
い
る
病
院
（
経
過
的
旧
そ
の
他
の
病
床
を
有
す
る
も
の
を
除
く
。
）
で
あ
っ

て
、
主
と
し
て
結
核
の
患
者
を
入
院
さ
せ
る
た
め
の
病
室
を
有
す
る
も
の
と
し
て
旧

て
、
主
と
し
て
結
核
の
患
者
を
入
院
さ
せ
る
た
め
の
病
室
を
有
す
る
も
の
と
し
て
旧

医
療
法
第
二
十
一
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
許
可
を
受
け
て
い
る
も
の
の
従
業
者
の
員

医
療
法
第
二
十
一
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
許
可
を
受
け
て
い
る
も
の
の
従
業
者
の
員

数
の
標
準
は
、
平
成
十
八
年
二
月
二
十
八
日
ま
で
の
間
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

数
の
標
準
は
、
平
成
十
八
年
二
月
二
十
八
日
ま
で
の
間
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

医
師

入
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科

一

医
師

入
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科

の
入
院
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
二
・
五
を
も
っ
て
除
し
た
数
と
外
来
患
者
（
歯

の
入
院
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
二
・
五
を
も
っ
て
除
し
た
数
と
外
来
患
者
（
歯

科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）

科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
く
う
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）

の
数
を
二
・
五
（
耳
鼻
い
ん
こ
う
科
又
は
眼
科
に
つ
い
て
は
、
五
）
を
も
っ
て
除

の
数
を
二
・
五
（
耳
鼻
い
ん
こ
う
科
又
は
眼
科
に
つ
い
て
は
、
五
）
を
も
っ
て
除

し
た
数
と
の
和
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
特
定
数
」
と
い
う
。
）
が
五
十
二
ま

し
た
数
と
の
和
が
五
十
二
ま
で
は
三
と
し
、
そ
れ
以
上
十
六
又
は
そ
の
端
数
を
増

で
は
三
と
し
、
特
定
数
が
五
十
二
を
超
え
る
場
合
に
は
当
該
特
定
数
か
ら
五
十
二

す
ご
と
に
一
を
加
え
た
数

を
減
じ
た
数
を
十
六
で
除
し
た
数
に
三
を
加
え
た
数

二
～
六

（
略
）

二
～
六

（
略
）

第
二
十
一
条

既
存
病
院
建
物
内
に
療
養
病
床
を
有
す
る
病
院
（
こ
の
省
令
の
施
行
後

第
二
十
一
条

既
存
病
院
建
物
内
に
療
養
病
床
又
は
経
過
的
旧
療
養
型
病
床
群
を
有
す

に
新
築
さ
れ
、
増
築
さ
れ
、
若
し
く
は
全
面
的
に
改
築
さ
れ
た
部
分
に
療
養
病
床
を

る
病
院
（
こ
の
省
令
の
施
行
後
に
新
築
さ
れ
、
増
築
さ
れ
、
若
し
く
は
全
面
的
に
改

有
す
る
も
の
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
は
、
新
規
則
第
二
十
条
第
九
号
中
「
内
法
に
よ

築
さ
れ
た
部
分
に
療
養
病
床
を
有
す
る
も
の
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
は
、
新
規
則
第

る
測
定
で
四
十
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
の
床
面
積
」
と
あ
る
の
は
、
「
機
能
訓
練
を
行

二
十
条
第
九
号
中
「
内
法
に
よ
る
測
定
で
四
十
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
の
床
面
積
」
と

う
た
め
に
十
分
な
広
さ
」
と
す
る
。

あ
る
の
は
、
「
機
能
訓
練
を
行
う
た
め
に
十
分
な
広
さ
」
と
す
る
。





























〔参考〕

「医療法第21条の規定に基づく人員の算出に当たっての取扱い等について （平成10」

年６月26日付け健政発第777 号・医薬発第574号、厚生省健康政策局長・医薬安全

局長連名通知）別添

（下線部が改正部分）

別紙

常勤医師等の取扱いについて

１．一日平均患者数の計算における診療日数

（１）入院患者数

ア 通常の年は、３６５日である。

イ 病院に休止した期間がある場合は、その期間を除く。

（２）外来患者数

ア 実外来診療日数（各科別の年間の外来診療日数で除すのではなく、病院の実外来

診療日数で除すこと ）。

イ 土曜・日曜日なども通常の外来診療体制をとっている場合は、当該診療日数に加

える。

ウ 病院に定期的な休診日がある場合は、その日数を除く。

エ 土曜・日曜日など通常の外来診療体制をとっていない場合で、救急の輪番制など

で臨時に患者を診察する場合は、診療日数に加えない。

２．標準数の算定に当たっての特例

算定期間内に病床数の増減があった病院については、医療法第２５条第１項に基づく

立入検査の直近３カ月の患者数で算定するものとする。

ただし、変更後３ヵ月を経過していない場合は、通常のとおりとする。

※ 医療法施行規則は、前年度平均としているが、医療法第２５条第１項に基づく立

入検査の目的から、検査日以降の診療体制についても担保する必要があるための特

例措置である。

３．常勤医師の定義と長期休暇者の扱い

（ ） 、 。１ 常勤医師とは 原則として病院で定めた医師の勤務時間の全てを勤務する者をいう

ア 病院で定めた医師の勤務時間は、就業規則などで確認すること。

イ 通常の休暇、出張、外勤などがあっても、全てを勤務する医師に該当するのは当

然である。

（２）病院で定めた医師の１週間の勤務時間が、３２時間未満の場合は、３２時間以上勤

務している医師を常勤医師とし、その他は非常勤医師として常勤換算する。

３ 検査日現在 当該病院に勤務していない者で 長期にわたって勤務していない者 ３（ ） 、 、 （

カ月を超える者。予定者を含む ）については、理由の如何を問わず医師数の算定に。

は加えない。



ただし、労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労働基準法」という ）で。

取得が認められている産前・産後休業（産前６週間・産後８週間・計１４週間）を取

得している者については、長期にわたって勤務していない者には該当しない取扱いと

する。

なお、当該医師が労働基準法で定める期間以上に産前・産後休業を取得する場合に

は、取得する（予定を含む ）休業期間から労働基準法で取得が認められている産前。

・産後休業の期間を除いた期間が３ヶ月を超えるときに長期にわたって勤務していな

い者に該当するものとする。

４．非常勤医師の常勤換算

（１）原則として、非常勤医師については、１週間の当該病院の医師の通常の勤務時間に

より換算して計算するものとする。ただし、１週間の当該病院の医師の通常の勤務時

間が３２時間未満と定められている場合は、換算する分母は３２時間とする。

なお、非常勤医師の勤務時間が１週間サイクルでない場合は、所要の調整を行うこ

と。

（例）月１回のみの勤務サイクルである場合には１／４を乗ずること。

（２）当直に当たる非常勤医師についての換算する分母は、病院で定めた医師の１週間の

勤務時間の２倍とする。

ア 当直医師とは、外来診療を行っていない時間帯に入院患者の病状の急変等に対処

するため病院内に拘束され待機している医師をいう。

イ オンコールなど（病院外に出ることを前提としているもの）であっても、呼び出

されることが常態化している場合であって、そのことを証明する書類（出勤簿等）

が病院で整理されている場合は、その勤務時間を換算する。

ウ 病院で定めた医師の１週間の勤務時間が３２時間未満の場合、当該病院の当直時

の常勤換算する分母は、６４時間とする。

（３）当直医師の換算後の数は、そのまま医師数に計上すること。

（４）病院によっては、夕方から翌日の外来診療開始時間までの間で、交代制勤務などに

より通常と同様の診療体制をとっている場合（一定部署を含む。例：夜間の外来診療

や救命救急センターなど）もあるが、その時間にその体制に加わって勤務する非常勤

医師の換算は （１）と同様の扱いとする。、

５．医師数を算定する場合の端数処理

医療法第２５条第１項に基づく立入検査における病院の医師の員数を算定する際の端

数の取扱いについては、次のとおりとする。

（１）病院に置くべき医師の員数の標準の算定に当たっては、端数が生じる場合には、そ

のままで算定する。

一般病床で患者数１０６人の場合（例）

算定式： １０６－５２）÷１６＋３＝ ６．３７５人（

（２）病院における医師の員数の算定に当たっては、端数が生じる場合には、そのままで



算定する。

（３ （２）において非常勤医師が複数いる場合には、非常勤医師全員の１週間の勤務時）

間を積み上げた上で、当該病院の医師の通常の勤務時間により換算して計算するもの

とする。

その際、１週間の勤務時間が当該病院の医師の通常の勤務時間を超える非常勤医師

がある場合には、その者は当該病院の医師の通常の勤務時間を勤務しているものとし

て計算するものとする。

また、非常勤医師の勤務時間が１ヶ月単位で定められている場合には、１ヶ月の勤

務時間を４で除して得た数を１週間の勤務時間として換算するものとする。

（例）常勤医師…５名 （週 時間勤務）36
非常勤医師… （週 時間勤務により常勤換算）36

Ａ医師 週 時間 Ｂ医師 週 時間5.5 8
Ｃ医師 週 時間 Ｄ医師 週 時間16 20

49.5 49.5 /36 1.375Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＝ 時間 時間 時間＝

人実人員：５＋１．３７５＝６．３７５

６．他の従業者の取扱い

（１）準用

、 、 （ ）（ ）（ ）医師以外の従業者の標準数等の算定に当たっては 上記１～３ ３ １ ２ ３

本文及び４を準用する。

なお、常勤換算に当たっては、通常の勤務か当直勤務かにより取扱いが異なってい

る。例えば、看護師などで三交代制等の場合の夜勤の常勤換算の分母は、病院で定め

た１週間の勤務時間となるが、当直の場合の常勤換算の分母は、病院で定めた１週間

の勤務時間の２倍となる。

（２）従業者数を算定する場合の端数処理

医療法第２５条第１項に基づく立入検査においてその員数を算定する際の端数の取

扱いについては、次のとおりとする。

１）標準数は、個々の計算過程において小数点第２位を切り捨て、最終計算結果の小

数点第１位を切り上げ、整数とする。

２）従事者数は、小数点第２位を切り捨て、小数点第１位までとする。

３）非常勤医師が複数いる場合、上記換算する際の端数処理は、個人毎に行うのでは

なく非常勤医師全員の換算後の数値を積み上げた後行うこと。

ただし、１人の医師について換算後の数値が１を超える場合は、１とする。

（例） 医師…０．０４、 Ｂ医師…０．１９、 Ｃ医師…１．０５→１A
Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝１．２３ → １．２

７ 施行期日

上記の取扱いについては、平成１５年１０月１日から適用する。



事 務 連 絡

平成１５年９月 ５日

各都道府県医務主管課御中

厚生労働省医政局総務課

医師配置標準の見直しについて「想定される問答集」

今般、医師の配置基準に関し、平成１５年９月５日付けで医療法施行規則

及び医療法施行規則等の一部を改正する省令の一部を改正する省令(平成１

５年厚生労働省令第１３９号。以下 「本省令」という。)が公布され、平成、

１５年１０月１日から施行されることとなった。これに伴い 「医療法施行、

規則及び医療法施行規則等の一部を改正する省令の一部を改正する省令の施

行等について （医政発第０９０５０１０号、厚生労働省医政局長名通知）」

を発出したところであるが、さらに新しい医師配置基準の運用に資するため

想定問答集を作成したので、了知願うとともに、貴管内保健所設置市及び特

別区等への周知を併せてお願いする。

また、参考に資するため、本省令の本文及び新旧対照表、改正後の「医療

法第２１条の規定に基づく人員の算出に当たっての取扱い等について （平」

成１０年６月２６日付け健政発第７７７号・医薬発第５７４号、厚生省健康

政策局長・医薬安全局長連名通知）の別添「常勤医師等の取扱いについて」

及び「医療法第２５条第１項の規定に基づく立入検査要綱 （平成１３年６」

月１４日付け医薬発第６３７号・医政発第６３８号医薬局長・医政局長連名

通知）も併せて送付するので、了知のほどお願いする。



医師配置標準の見直しについて

問１ 今回、医師配置標準の端数の取扱いを見直し、１０月１日から施行す

ることとした趣旨如何。また、３年後に見直す趣旨如何。

問２ 見直しの具体的な内容如何。標準と実人員の算定方法が、いずれも計

算した数値そのものによることとなるが、実務上の運用はどうするのか。

問３ 今回の取扱いの見直しが適用される病院はどの範囲か。

問４ 今回長期にわたり勤務しない者のうち、産休を取得した医師の取扱い

を改める趣旨如何。法定の産休期間以上に産休を取得できる場合の取扱い

はどうするのか。

問５ 産休以外にも育休、介護休業など法定の休業制度があるが、これらの

取扱い如何。

問６ ９月末までに立入検査を行った医療機関の取扱い如何。

問７ 診療報酬上の医師の人員配置標準の取扱いとの関係如何。



問１ 今回、医師配置標準の端数の取扱いを見直し、１０月１日から施行

することとした趣旨如何。また、３年後に見直す趣旨如何。

（答）

１ 平成１６年度から医師臨床研修が必修化されるが、その準備を進める中

で、地域の医療機関における医師の確保に影響が生じているといった指摘

がなされるところ。

２ このため、臨床研修病院指定基準の見直し、地方厚生局における地域の

医療関係者を構成員とする連絡協議会の設置といった措置を講じてきてい

るが、更に当面の影響を緩和する一環として、病院に置くべき医師の員数

の標準について、端数の取扱いを見直すこととしたもの。

３ 臨床研修の実施に伴う影響が必修化前から既に現れていることから、で

きるだけ速やかに措置を講ずるために、省令の公布より１ヶ月程度の準備

期間を置いて、１０月１日から施行することとしたものである。１０月１

日以降の病院の医師配置は見直し後の標準によるべきものであり、従って

立入検査についてはこの取扱いによることとなる。

４ また、この措置は、臨床研修の実施に伴う地域医療への影響を緩和する

ことを契機として講じるものであることから、臨床研修病院の指定基準の

当面の取扱いと同様に、新たな制度による臨床研修を受ける者が２学年分

（ ） 。修了するまで 平成１９年３月 の間に見直しを行うこととしているもの

５ なお、今回の措置は医師臨床研修の必修化に伴う医師の確保への影響に

対応するものであり、医師の配置標準についてのみ行うこととしている。



問２ 見直しの具体的な内容如何。標準と実人員の算定方法が、いずれも

計算した数値そのものによることとなるが、実務上の運用はどうするのか。

（答）

、 、１ 今回の取扱いの見直しにより 医師の配置標準については省令を改正し

従来１６人に満たない端数が生じる場合にも医師１人を配置することとし

ていたものを、算定して生じた端数のままで算定することとしている。

２ また、立入検査において病院の医師の員数を算定する際の端数の取扱い

についても、現在小数点第２位を切り捨て、小数点第１位まで求めること

としているものを、算定して生じた端数のままで算定し、配置標準と算定

方法を合わせることとしている。

３ 立入検査において病院の医師の員数を算定する際、当該病院に非常勤医

師が複数いる場合には、非常勤医師全員の１週間の勤務時間を積み上げた

上で、当該病院の医師の通常の勤務時間により換算して計算するものとす

る。

その際、１週間の勤務時間が当該病院の医師の通常の勤務時間を超える

非常勤医師がある場合には、従来の取扱いと同様に、その者は当該病院の

医師の通常の勤務時間を勤務しているものとして計算するものとする。

４ なお、非常勤医師の勤務時間が１ヶ月単位で決められている場合には、

１週間当たりの勤務時間は１ヶ月の勤務時間を４で除して得た数により算

出するものとする。



〔参考〕

＜医師配置標準＞

一般病床で患者数１０６人の場合

算定式： １０６－５２）÷１６＋３＝ ６．３７５人（

（ 患 者 数 ） 人 人 人 人 人52 16 16 16 6

（医師数の標準） ３人 １人 １人 １人 人0.375

＜病院の医師の員数＞

（例）常勤医師…５名 （週 時間勤務）36

非常勤医師… （週 時間勤務により常勤換算）36

Ａ医師 週 時間 Ｂ医師 週 時間5.5 8

Ｃ医師 週 時間 Ｄ医師 週 時間16 20

49.5 49.5 /36 1.375Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＝ 時間 時間 時間＝

人実人員：５＋１．３７５＝６．３７５



問３ 今回の取扱いの見直しが適用される病院はどの範囲か。

（答）

１ 今回の取扱いの見直しは、特定機能病院を含む医療法上の病院すべてに

適用することとする。

２ このため、今回の省令改正では、医療法施行規則の病院・特定機能病院

に係る規定を改正するほか、平成１３年の第４次医療法改正において医師

の配置標準の経過措置が設けられた精神病床、結核病床の特例の適用を受

ける病院についても必要な措置を講じたところである。

問４ 今回長期にわたり勤務しない者のうち、産休を取得した医師の取扱

いを改める趣旨如何。法定の産休期間以上に産休を取得できる場合の取

扱いはどうするのか。

（答）

１ 立入検査における病院の医師の員数を算定するに当たっては、３ヶ月を

超える期間を勤務していない者は員数に算定しないこととしているが、労

働基準法で義務付けられている産前・産後休業を取得した者については、

休業期間がわずかに３ヶ月を超えるために、当該産休取得者が員数に算定

されない取扱いとなることから、病院における女性医師の産休取得が十分

進まず、見直しが必要と考えられる。

、 、 （ ）２ このため 女性の割合が高い看護師等に比べ 医師は女性が少数 14.4%
である状況を踏まえ、女性医師が産前・産後休業を取得しやすくするため

の特段の配慮として、労働基準法で義務付けられている産前・産後休業期

間については、今回の医師の配置標準の取扱いの見直しと合わせて、当該

期間を現に勤務しているものとして取り扱うこととするもの。

３ なお、当該医師が、労働基準法で定める基準以上に産前・産後休業期間

を取得する場合でも、法定の産前・産後休業期間（産前６週間、産後８週

間、計１４週間）は勤務しているものとして取り扱うことから、取得する

（予定含む）休業期間から労働基準法で取得が認められている産前・産後

休業の期間を除いた期間が３ヶ月を超えるかどうかで、長期にわたり勤務

しない者に該当するかどうかを判断することになる。



問５ 産休以外にも育休、介護休業など法定の休業制度があるが、これら

の取扱い如何。

（答）

１ 法定の休業制度には「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労

」（ ） 、働者の福祉に関する法律 平成３年法律第７６号 による制度があるが

まず育児休業については、これは子が１歳に達するまでの期間を予定して

おり、３ヶ月を大幅に超える休業期間となる場合があり得ることから、従

来通り、３ヶ月を超えるかどうかで「長期にわたって勤務していない者」

に当たるかどうかを判断する。

２ なお、介護休業制度については、これは休業期間が連続した３月以内で

あることから、３ヶ月を超える期間を前提とする「長期にわたって勤務し

ていない者」には該当しない。

問６ ９月末までに立入検査を行った医療機関の取扱い如何。

（答）

１ 今回の見直しは１０月１日からの施行であり、９月末までに各都道府県

が医療法第２５条に基づき行った立入検査における医療機関に対する指導

は、いずれもその当時の配置標準の取扱いに基づき適正になされているも

のである。

２ なお、配置標準は、患者に対する適切な医療を提供するために前年度の

患者数等の平均値を基礎として当該年度に必要な人員の確保を求めるもの

であるため、 公布後施行までに今年度既に立入検査の際に医師配置標準

に関し指導を行った病院に対し今回の改正による新たな取扱いを周知する

とともに、当該病院から新たな取扱いの適用について照会があった場合に

は適切に対応することが適当と考えられる。

問７ 診療報酬上の医師の人員配置標準の取扱いとの関係如何。

（答）

１ 診療報酬においては、医療法における配置標準を基礎とした減額措置や

届出制限が設けられているが、１０月１日以降は今回の端数見直し後の医

師の人員配置標準により適用されることとなる。
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